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１．研究の背景と目的 

従来から，レクリエーションニーズの多様化等にともない，公

園緑地等の確保への要求が高まっている。これに対し，地方自治

体では，公園緑地等の整備拡充に努めているが，用地確保の財源

の不足により事業が進まない例が多くみられており 1)，民有緑地

の保全と公開が必要不可欠になっている。このうち，民有樹林地

の公開は，自然散策や自然教育といった自然とふれあいの場とし

ての利用ができ 2)，地域住民の樹林地の存在への理解を向上させ

る面でも価値がある 3)。このような状況において，国では都市緑

地法に基づく市民緑地制度を創設し，地方自治体では条例・要綱

等による市民の森等により公開施策への展開を図っている。 

一方，民有樹林地の公開を進める上では，条例等による保全樹

林地区に対して，如何にして公開へと移行するための方策を講じ

るかが課題になる。すなわち，行政担当者は，公開施策を講じる

樹林地の条件として，条例等により保全樹林地区指定を受けてい

ること等を挙げている 4)。また，既往の保全樹林地区指定と公開

施策の併用により，公開が実現しているケースも多くみられる 4)5)。 

その際，市民団体による樹林地の保全活動も重要な要素となる。

すなわち，行政担当者は，市民団体による保全活動が行われてい

る樹林地であることを，民有樹林地の公開を進める上での条件と

考えていること 4)，公開された民有樹林地の運営でも，行政と市

民団体との連携の必要性が指摘され，連携がある場合に樹林地の

運営に有効に働くと認識していること 6)等が明らかになっている。 

言うまでもなく，民有樹林地の保全や公開には，土地所有者の

合意が要求される。したがって，民有樹林地の公開施策を促進し，

適切な管理運営を行うための方策の検討には，条例等により保全

樹林地区指定を受けた土地所有者が，市民団体等との連携による

樹林地の管理運営や公開に対して，如何なる認識を有し，如何な

る条件で公開施策に参加できるか等を把握することが重要である。 

そこで，本研究では，松戸市緑の条例の保全樹林地区を受けた

土地所有者を対象として，市民団体との連携や樹林地の公開に対

する認識を把握することを目的とした。 

 

２．研究の方法 

（１）対象地の概要 

 千葉県松戸市は東京から約 20km 圏内に位置し，人口 480,227

人(2013 年 10 月)の首都圏近郊のベットタウンである。市内には

約255ha（市域面積の約4％）の樹林地が存在し，民有樹林地は約

155ha（樹林地の 45％）を占めているが，近年は減少傾向にある
7)。そのため，行政は，都市緑地法に基づく｢特別緑地保全地区｣，

松戸市緑の条例（2000年改正）による｢保全樹林地区｣（以下，「保

全樹林」とする。），「特別保全樹林地区｣（以下，「特別樹林」とす

る。）を指定し保全に努めている。また，行政は民有樹林地の保全

のための「里やまボランティア入門講座」を開催している。それ

により毎年新たな市民団体が設立され「松戸里やま応援団」とい

うネットワークが形成されている。一方，樹林地保全の意欲が高

い土地所有者により「松戸ふるさと森の会」が結成され，定例会

や相続税に関する陳情，市民団体との交流を行っている。なお，

市民団体・土地所有者・行政の三者による民有樹林地の公開イベ

ント「オープンフォレストin松戸」（以下，「OF」とする。）が行

われており，民有樹林地の公開が進んでいることが特徴である 8)。 

（２）調査の方法 

民有樹林地の保全・公開施策の運営実態を把握するため，行政

資料に基づく文献調査と行政担当者へのインタビュー調査を行っ

た。次に，松戸市みどりと花の課への協力(1)を得て，「松戸市緑の

条例」により保全樹林地区指定を受けた「特別樹林」，「保全樹林」

の土地所有者181人にアンケートを実施した(2)。配布回収は調査

票を郵送し，郵送により回収する方法で，その期間は2013 年 12

月から2014年1月である。表－1にアンケートの設問項目を示す。

設問内容は，樹林地の所有実態，保全樹林地区指定を受けた樹林

地の維持管理，樹林地の維持管理における市民団体(3)との連携や

その効果と問題，樹林地の公開意向やその効果と問題，今後の方
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向性に関する事項等である。アンケートを実施した結果，119 人

の土地所有者から回答が得られ，回収率は65％となった。アンケ

ートの集計・分析では，設問毎に不明と無回答を除いて集計した。 

なお，本研究で言う「公開」とは，特定の者や団体のみならず，

広く一般の人々の利用に供することを言い，常時公開する場合の

他に，イベントなど期間を定めて公開する場合も含めた。 

 

３．結果 

（１）民有樹林地保全施策の運営実態 

１）保全樹林地区指定 

保全樹林地区の指定状況を図－1に示す。「特別樹林」は23 地

区（12.1ha）が指定され，内訳は市街化区域が14地区（6.8ha），

市街化調整区域が9地区（5.2ha）であった。また，「保全樹林」

は 185 地区（48.6ha）が指定され，内訳は市街化区域が 81 地区

（9.7ha），市街化調整区域が104地区（38.8ha）であった。 

民有樹林地の保全・公開に対する取組みを表－2に示す。 

「松戸市緑の条例」および「松戸市緑の条例施行規則」による

と，「特別樹林」の指定対象は，指定基準面積の制限はなく，「潤

いと安らぎのある都市環境を形成するために保全することが必要

な樹林」，「既往の保全樹林地区である樹林」等の条件に当てはま

る樹林地と定められている。同様に，「保全樹林」では，面積300

㎡以上もしくは，「樹木のある神社または寺院の境内（その周辺を

含む）」の樹林地と定められている。契約年数は，「特別樹林」で

は10年以上であるのに対し，「保全樹林」では3年以上であった。 

行政は，年1回，「広報まつど」を通じて樹林地の土地所有者に

保全樹林地区指定の制度の周知を図っており，指定条件に該当す

る樹林地や既往の地区指定期間の満了時には，当該土地所有者を

対象に，訪問・電話等を実施して新規指定や指定更新の働きかけ

を行っていた。また，「特別樹林」の場合には，土地所有者に 1

㎡につき年額30円の助成が行われるほか，無償で賠償責任保険（1

名につき5,000万円や1事故つき5億円（対人），1事故1,000万

円（対物））に加入できる。「保全樹林」の場合には，土地所有者

に対して1㎡につき年額20円の助成が行われる。なお，松戸市緑

の条例には，保全樹林地区指定から公開へと移行する規程はない。 

２）市民団体による樹林地管理と活動の公開 

表－2 に示すとおり，樹林地管理の担い手を育成するために，

行政と市民団体との協働により，毎年，「里やまボランティア入門

講座」が開催されている。行政は，講座の卒業生らで立ち上げた

市民団体と，保全樹林地区指定された民有樹林地の土地所有者と

の仲介を行い，当該樹林地での市民団体の保全活動が開始される。

2013 年 4月現在で，「里やまボランティア入門講座」を契機に創

設された市民団体9団体と既存の市民団体3団体とを合わせると，

計12団体，市内の13ヶ所の民有樹林地で保全活動を行っていた。

これら13ヶ所の樹林地を個々にみると，当該樹林地に1地区の「保

全樹林」が含まれているものが6ヶ所，2地区の「保全樹林」が

含まれているものが1ヶ所，3地区の「保全樹林」が含まれてい

るものが 2 ヶ所，1 地区の「特別樹林」が含まれているものが 2

ヶ所，2地区の「特別樹林」が含まれているものが1ヶ所，保全

樹林地区指定がなされていないものが1ヶ所であった。上記を合

計すると，未指定を除く12ヶ所の樹林地に含まれる「特別樹林」

は4地区（約2.5ha），「保全樹林」は14地区（9.8ha）である。 

市民団体の活動内容は主にゴミの収集，林床の整備などであり，

後述するOF以外に各々の団体が独自かつ定期的に行う公開では，

特定の者に対して，他団体との連携によりイベントを行っていた。

例えば，市民団体が保育園，小学校等の子供を対象として，自然

観察，里山保全活動体験等を行っていること，大学，地元クラブ

等との連携により虫の観察，音楽会等も実施していること等が把

握できる。なお，市民団体はこのような活動を行う際に，土地所

有者に団体活動報告書を提出し，報告を行っていた。 

３）民有樹林地の一斉公開イベントの概要と実態 

表－2に示すとおり，アンケートの回収時点までに，2012 年 5

月および2013年5月の2回，「OF」が開催された。いずれの回も

市民団体の代表者等により構成される実行委員会が組織された。

樹林地や保全活動への市民の理解の向上，里やま保全活動に参加

するきっかけづくり等を目的として，市民団体が保全活動を行う

すべての民有樹林地（計13ヶ所，特別樹林4地区，2.5haおよび

保全樹林14地区，9.8haを含む。）が，一定の期間（9日間）に一

斉公開された。広く一般市民向けに，複数の樹林地をめぐる「森

めぐりツアー」，各々の樹林地での活動である「森の公開」（自然

散策・自然観察，クラフト，ハンモック，自然遊び・アスレチッ

ク等）が行われ，2012年には905人，2013年には1,178人が樹林

地を訪れた。また，公開対象の樹林地13ヶ所の土地所有者へは，

表－1 アンケートの設問項目 

（SA:単一回答，MA:複数回答） 

回答
形式

① 回答者の属性 SA

② 保全樹林地区指定を受けた樹林地の位置について MA

③ 樹林地の所有目的について MA

④ 保全樹林地区指定を受けた樹林地の契約期間について SA

⑤ 保全樹林地区指定を受けたきっかけについて MA

⑥ 保全樹林地区指定を受けた理由について MA

⑦ 今後の保全樹林地区指定について SA

⑧ 保全樹林地区指定を受けた樹林地の維持管理について MA

⑨ 保全樹林地区指定を受けた樹林地の維持管理の主体について MA

⑩ 保全樹林地区指定を受けた樹林地の維持管理上の問題について MA

⑪ 維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せることについて SA

⑫ 維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せた場合，利点について MA

⑬ 維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せた場合，問題点について MA

⑭ 維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せた場合，必要な方案について MA

⑮ 樹林地の利用に関する施策や団体等について SA

⑯ 樹林地を地域住民等に利用されることについて MA

⑰ 樹林地を地域住民等に利用してもらう場合，利点について MA

⑱ 樹林地を地域住民等に利用してもらう場合，問題点について MA

⑲ 今後，樹林地を地域住民等に利用してもらう取り組みについて SA

⑳ 利用の期間について SA

㉑ 利用内容について MA

㉒ 樹林地を地域住民等が利用する場合，必要な取組みについて MA

㉓ 樹林地の利用を進められていく上の必要な支援について MA

設問内容

 
※⑳と㉓の項目は民有樹林地の公開施策に「賛成である」もしくは「内容によっては検

討してもよい」と答えた土地所有者に対する設問項目である 
 

図－1 保全樹林地区の指定状況 
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市民団体からイベントの趣旨等を説明し，一般市民向けの公開に

対して許可を得ていた。また，前述した樹林地保全の意欲の高い

土地所有者をメンバーとする「松戸ふるさと森の会」には，後援

を依頼し，承諾を得た。なお，2012年には，公開対象になった樹

林地の土地所有者に対し，市長より感謝状が贈呈された。 

 

（２）土地所有者の認識調査結果 

１）土地所有者の属性 

アンケートの回答者は，「松戸市内に居住」が 91.6％，年齢は

「60代以上」が81.5％であった。職業は「農業」が27.7％，「無

職」が23.5％，「自営業・家族従事業」が21.8％となった。この

ように，土地所有者の9割以上が松戸市内に居住し，60代以上が

全体の8割程度で高齢者の割合が高いことが分かった。 

２）保全樹林地区指定への認識 

保全樹林地区指定を受けてからの期間は，「20年以上」が52.1％，

「10 年～20 年未満」が26.9％となった。また，保全樹林地区の

位置は，「市街化区域」が63.9％，「市街化調整区域」が19.3％で

あった。保全樹林地区指定を受けたきっかけは，「松戸市職員の訪

問・電話」が 63.0％で最も多く，「松戸市ホームページ・広報」

は5.9％であった。指定を受けた理由は，上位3項目は「樹林地

が地域の自然環境として重要であるため」が 55.5％，「樹林地が

地域の景観形成に重要であるため」および「市からの助成金等が

あるため」が 31.9％，「次の世代に樹林地の価値を伝えたかった

ため」も 22.7％となった。なお，今後の指定の継続に対しては，

「継続したい」が70.6％であった。 

以上より，保全樹林地区指定は松戸市職員の訪問等のように，

行政から土地所有者に向けた働きかけが大きなきっかけになると

言える。また，市街化区域で指定を受けている土地所有者が多く，

指定を受ける理由として，地域の自然環境や景観形成のような樹

林地の公益的な役割を認識しているとともに，助成金等の経済的

側面を重視していると言える。 

３）樹林地の維持管理状況とその負担 

保全樹林地区指定を受けた樹林地の維持管理の主体は，「自分又

は家族」が81.5％で最も多く，次いで「業者」が36.1％，「市民

団体」が13.4％であった。指定された樹林地を維持管理する上で

の問題は，上位3項目は「ゴミの投棄」が49.6％，「維持管理の

ための人手や時間」が 47.9％，「固定資産税・相続税などの税の

負担」が42.0％となった。加えて，「維持管理にかかる費用負担」

が39.5％，「近隣住民からの苦情」が35.3％になった。 

以上より，8 割以上の土地所有者が自分または家族が樹林地の

維持管理を行っているなかで，ゴミの投棄や人手・費用のような

維持管理，維持管理の費用や税の負担等の金銭的負担，近隣住民

の理解を課題として認識していると言える。 

４）市民団体との連携による利点と課題 

市民団体との連携による利点と課題を把握するため，樹林地の

保全，公開に係わる活動への市民団体の参加の有無や賛否をもと

に，回答者を3つのグループに区分して分析を進めた。まず，樹

林地の維持管理を「すでに市民団体に任せている」16名（13.4％）

を「既委任中グループ」とした。うち13名は，維持管理作業のみ

ならず公開に関する活動にも市民団体が関与している。次に，現

在は市民団体に維持管理は任せていないが，「積極的に任せたい」

5 名（4.2％）と「機会があれば任せたい」42 名（35.3％）の計

47 名（計 39.5％）を「委任賛成グループ」，「任せたくない」16

名（13.4％）と「どちらとも言えない」28 名（23.5％）の計 44

名（計26.9％）を「委任反対グループ」とした。なお，委任の有

無や賛否について「無回答」であった12名（10.1％）は，以下の

分析の対象から除外した。 

市民団体に維持管理を委任した場合の利点を尋ねた結果を表－

3に示す。「既委任中グループ」では「維持管理の負担の軽減」の

87.5％，「樹林地の環境の改善」の 75.0％を含め「市民団体との

交流の増大」，「地域住民の関心や理解の向上」等の6項目で回答

率が3分の1以上になった。また，「委任賛成グループ」では，「維

持管理の負担の軽減」が63.8％，「樹林地の環境の改善」が46.8％，

「近隣住民からの苦情の減少」が 36.2％となった。一方，「委任

表－2 民有樹林地の保全・公開に対する取組み 

活動に関する樹林地の箇所
と面積

地区指定・公開に際しての土
地所有者への働きかけ

土地所有者への
支援・助成

市民団体の活動内容

特別保全
樹林地区

・
・

・

指定根拠：松戸市緑の条例および同施行規則
指定基準：以下のいずれかに該当する樹林地
①潤いと安らぎのある都市環境を形成するために
保全することが必要な樹林地。②歴史的，文化的
環境を確保するために保全することが必要な樹林
地。③人や生き物にとって，快適で多様な環境を
確保するために保全することが必要な樹林地。④
災害に強い安全な都市をつくるために保全するこ
とが必要な樹林地。
指定期間：10年以上。

23地区
（市街化区域14地区（68,987㎡），市
街化調整区域9地区（52,954㎡），計
12,1941㎡，平均5,301㎡）

助成金（年額）
30円/㎡および
賠償責任保険

－

保全樹林
地区

・
・

・

指定根拠：松戸市緑の条例および同施行規則
指定基準：以下のいずれかに該当する樹林地。
①樹木が集団している土地の面積が300㎡以上
であること。②樹木のある神社又は寺院の境内
（その周辺を含む）であること。
指定期間：3年以上。

185地区
（市街化区域81地区（97,450㎡），市
街化調整区域104地区（388,662
㎡），計486,112㎡，平均2,627㎡）

助成金（年額）20
円/㎡

－

保全樹林地区：
14地区（計98,086㎡，平均7,006㎡）

保全樹林地区：
14地区（計98,086㎡，平均7,006㎡）

公開された樹林
地の土地所有者
への感謝状の贈
呈。（※2012年
のみ）

①オープニングイベント，②活動
展示を中心とした「森の文化
祭」，③複数の樹林地をめぐる
「森めぐりツアー」，④森それぞれ
の樹林地での活動（自然散策・
自然観察，クラフト，ハンモック，
自然遊び・アスレチック等）。

イ
ベ
ン
ト
実
施

オープン
フォレスト
in松戸

・

・

・

目的：
樹林地や保全活動への市民の理解の向上，里や
ま保全活動に参加するきっかけづくり。
対象：
松戸市内で市民団体が活動している13ヶ所の民
有樹林地等。
開催時期：
2012年5月および2013年5月の2回

特別保全樹林地区：
4地区（計24,865㎡，平均6,216㎡）

市民団体の各会の代表が，
公開対象となっている樹林地
の土地所有者に会いイベント
の趣旨を説明。「松戸ふるさと
森の会」への後援依頼。

市民団体による
管理運営

①保育園，小学校を対象とした
自然観察や自然体験を実施（関
さんの森、溜ノ上の森）。②国分
川・桜まつりの際に樹林地を公
開（河原塚古墳の森）。

里山ボラ
ンティア
入門講座
卒業生に
よる活動

・

・
・

里やまボランティア入門講座により毎年1団体が
立ち上がる。
市民団体：9団体
活動場所：10ヶ所

特別保全樹林地区：
2地区（計9,471㎡，平均4,735㎡）

①保育園，小学校，大学，老人
ホーム等を対象に自然観察，里
山保全活動体験等を実施。②大
学，地元音楽グラブと協働に音
楽会，虫の観察等を実施。

概要

保
全
樹
林
地
区
指
定

①年1回，新聞「広報まつど」
に応募を行い。②契約が満了
される土地所有者を対象に，
手紙・電話等で更新の有無を
確認。③指定対象に当てはま
る条件を持つ樹林地を対象に
訪問・電話などで土地所有者
に働きかけを実施。

市
民
団
体
管
理
と
活
動
の
公
開

既存の市
民団体に
よる活動

・

・
・

既存の市民団体である関さんの森（1995年），河
原塚古墳の森（1996年），溜ノ上の森（2005年）
が樹林地の保全活動を行う。
市民団体：3団体
活動場所：3ヶ所

特別保全樹林地区：
2地区（計15,394㎡，平均7,697㎡）

市民団体は活動する際に，活
動報告書を作成し，それを土
地所有者に提出・報告を行
う。
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反対グループ」の場合，「特にない」が40.9％，「維持管理の負担

の軽減」が36.4％，「樹林地の環境の改善」が25.0％となった。 

次に，市民団体に維持管理を任せた場合の課題を尋ねた結果を

表－4 に示す。「既委任中グループ」では，「市民団体の継続性の

不安」と「特にない」が 43.8％となった。また，「委任賛成グル

ープ」のでは，「維持管理作業中の事故や怪我の発生」が55.3％，

「市民団体の継続性の不安」が 29.8％となった。一方，「委任反

対グループ」は，「維持管理作業中の事故や怪我の発生」が36.4％，

「市民団体との意見調整の不安」が 34.1％，「市民団体の継続性

の不安」が31.8％となった。 

以上より，「既委任中グループ」は，既に実施している市民団体

との連携に関して，維持管理の負担軽減や樹林地環境の改善を中

心に，市民団体や地域住民との関連で多面的な利点を認識してい

ると言える。また，「委任賛成グループ」は，維持管理の負担軽減

や樹林地環境の改善を期待しているほか，近隣住民からの苦情の

減少を期待していると言える。さらに，「委任反対グループは，5

分の2以上が市民団体との連携には利点はないとしているが，そ

れ以外の多くは，維持管理の負担軽減に期待していると言える。

一方，市民団体との連携を促進する上では，「既委任中グループ」

は，市民団体の継続性を不安に感じている。一方，「委任賛成グル

ープ」や「委任反対グループ」では，維持管理作業中の事故や怪

我の発生という安全面への懸念が共通認識であると言えるが，

「委任反対グループ」では，市民団体との意見調整の不安という

合意形成に関する問題が，より強く認識されていると言える。 

樹林地の維持管理を市民団体に委任するため必要な施策を尋ね

た結果，表-5に示すように，「既委任中グループ」の場合，「行政

から市民団体への金銭的支援の充実」が 50.0％，「維持管理作業

中の事故等の対応の明確化」が 43.8％，「維持管理の役割分担や

ルールの明確化」が37.5％となった。また，「委任賛成グループ」

では，「維持管理作業中の事故等の対応の明確化」が61.7％，「維

持管理の役割分担やルールの明確化」が 55.3％，「行政から市民

団体への金銭的支援の充実」が 40.4％となった。また，「行政に

よる市民団体の紹介や意見調整」も 38.3％であった。一方，「委

任反対グループ」の場合，「維持管理作業中の事故等の対応の明確

化」，「維持管理の役割分担やルールの明確化」が54.5％となった。 

 以上より，市民団体に樹林地の維持管理を任せるための方策と

して，作業中の事故の対応や役割分担，ルールの明確化等が共通

の課題であると言える。また，「既委任中グループ」では，行政か

ら市民団体への金銭的支援，「委任賛成グループ」では，これに加

えて行政による市民団体の紹介も重要であると認識している。こ

れは，行政からの維持管理を担う市民団体への金銭的支援が，市

民団体の参加のインセンティブになり，土地所有者自身の維持管

理負担の軽減にもつながるものと認識されているからであるし，

市民団体との仲介の役割も行政に期待していることを示している。 

５）民有樹林地の公開に対する認識 

保全から公開へと展開する際の課題を把握するため，樹林地の

公開の有無と，公開への賛否をもとに，回答者を3つのグループ

に区分して分析を進めた。まず，樹林地を「年間を通じ来訪者に

表－3 市民団体との連携による利点 

項目
既委任中
グループ

委任賛成
グループ

委任反対
グループ

合計

12 22 11 45
75.0% 46.8% 25.0% 42.1%
14 30 16 60

87.5% 63.8% 36.4% 56.1%
7 7 2 16

43.8% 14.9% 4.5% 15.0%
6 10 6 22

37.5% 21.3% 13.6% 20.6%
5 9 2 16

31.3% 19.1% 4.5% 15.0%
8 2 3 13

50.0% 4.3% 6.8% 12.1%
8 8 6 22

50.0% 17.0% 13.6% 20.6%
5 17 3 25

31.3% 36.2% 6.8% 23.4%
0 2 18 20

0.0% 4.3% 40.9% 18.7%
0 1 0 1

0.0% 2.1% 0.0% 0.9%
0 1 3 4

0.0% 2.1% 6.8% 3.7%

16 47 44 107

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

樹林地の環境の改善

維持管理の負担の軽減

維持管理作業の知識や技術の共有

樹林地内で問題が発生した際の迅速な対応

保全に関する施策情報の共有

市民団体との交流の増大

地域住民の関心や理解の向上

特にない

その他

無回答

全体

近隣住民からの苦情の減少

 
※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 

表－6 樹林地を公開する際の利点 

項目
既公開中
グループ

公開賛成
グループ

公開反対
グループ

合計

10 7 4 21
43.5% 21.9% 8.9% 21.0%
18 13 5 36

78.3% 40.6% 11.1% 36.0%
11 7 2 20

47.8% 21.9% 4.4% 20.0%
11 3 0 14

47.8% 9.4% 0.0% 14.0%
11 10 3 24

47.8% 31.3% 6.7% 24.0%
17 15 10 42

73.9% 46.9% 22.2% 42.0%
13 7 11 31

56.5% 21.9% 24.4% 31.0%
9 3 2 14

39.1% 9.4% 4.4% 14.0%
9 2 2 13

39.1% 6.3% 4.4% 13.0%
0 6 21 27

0.0% 18.8% 46.7% 27.0%
0 0 2 2

0.0% 0.0% 4.4% 2.0%
0 1 3 4

0.0% 3.1% 6.7% 4.0%

23 32 45 100

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

防犯対策になる

散策や自然観察の場などに活用できる

無回答

全体

樹林地の価値を広く住民に伝えることができる

地域のイメージアップに寄与できる

樹林地および周辺環境が改善できる

良好な自然環境を保全できる

緑の量の減少を防ぐことができる

地域住民と交流することができる

地域コミュニティの活性化に寄与できる

特にない

その他

 

※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 

表－4 市民団体との連携による問題点 

項目
既委任中
グループ

委任賛成
グループ

委任反対
グループ

合計

7 14 14 35
43.8% 29.8% 31.8% 32.7%
4 26 16 46

25.0% 55.3% 36.4% 43.0%
3 13 15 31

18.8% 27.6% 34.1% 29.0%
3 6 3 12

18.8% 12.8% 6.8% 11.2%
2 4 7 13

12.5% 8.5% 15.9% 12.1%
1 4 10 15

6.3% 8.5% 22.7% 14.0%
7 7 5 19

43.8% 14.9% 11.4% 17.8%
1 2 3 6

6.3% 4.3% 6.8% 5.6%
0 1 3 4

0.0% 2.1% 6.8% 3.7%

16 47 44 107

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

特にない

その他

無回答

全体

市民団体の継続性の不安

維持管理作業中の事故や怪我の発生

市民団体との意見調整の不安

近隣住民とのトラブルの発生

樹林地の維持管理の質の低下

樹林地の売却，開発ができなくなること

 

※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 

表－5 市民団体に維持管理を委任するために必要な施策 

項目
既委任中
グループ

委任賛成
グループ

委任反対
グループ

合計

6 26 24 56
37.5% 55.3% 54.5% 52.3%
4 18 5 27

25.0% 38.3% 11.4% 25.2%
7 29 24 60

43.8% 61.7% 54.5% 56.1%
8 19 8 35

50.0% 40.4% 18.2% 32.7%
4 7 8 19

25.0% 14.9% 18.2% 17.8%
1 0 2 3

6.3% 0.0% 4.5% 2.8%
1 2 9 12

6.3% 4.3% 20.5% 11.2%

16 47 44 107

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

維持管理作業中の事故等の対応の明確化

維持管理の役割分担やルールの明確化

行政による市民団体の紹介や意見調整

行政から市民団体への金銭的支援の充実

市民団体の維持管理技術の向上

その他

無回答

全体
 

※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 
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公開している」10名（8.4％），「OFの期間等に来訪者が利用して

いる」9名（7.6％），「維持管理を任せた市民団体等のイベント時

に利用している」4名（3.4％）の計23名（計19.3％）を「既公

開中グループ」とした。次に，「ほとんど利用されていない」85

人（71.4％）について，公開に「賛成である」と「内容によって

検討してもよい」の計32名（計26.9％）を「公開賛成グループ」，

「賛成できない」と「分からない」の計45名（計37.8％）を「公

開反対グループ」とした。なお，公開の有無や公開の賛否につい

て「無回答」の回答者19名（16.0％）は以下の分析から除外した。 

地域住民等に保全地区指定された樹林地を公開する利点を尋ね

た結果を表－6に示す。 

 「既公開中グループ」は，「散策や自然観察の場などに活用でき

る」が78.3％，「良好な自然環境を保全できる」が73.9％，「緑の

量の減少を防ぐことができる」が 56.3％となり，「樹林地の価値

を広く住民に伝えることができる」や「防犯対策になる」，「地域

住民と交流することができる」等も含め9項目で30％以上になっ

た。また，公開賛成グループ」は「良好な自然環境を保全できる」，

「散策や自然観察の場などに活用できる」が 40％以上になった。

一方，「公開反対グループ」は「特にない」が46.7％に達した。 

「既公開グループ」の回答では，公開による利点として，散策

や自然観察の場，地域住民との交流やコミュニティ形成等の他，

人の目が行き届くことにより，防犯対策や，周辺環境の改善等に

も寄与すること認識されていると言える。なお，良好な自然環境

の保全や緑量の減少の防止も指摘されていたが，これは，樹林地

の公開が樹林地の価値を地域住民に伝えることにつながり，近隣

からの苦情の減少や保全意識の向上につながるためであると考え

られる。ただし，「公開賛成グループ」は，上記のような多面的な

利点を十分には認識していないと言える。 

地域住民等に保全地区指定された樹林地を公開した場合に予想

される問題点を尋ねた結果を表－7に示す。「既公開中グループ」

の場合，「維持管理上の負担が大きい」が39.1％，「貴重な動植物

が採取される」，「不審者や事件が発生する」が 30.4％となった。

次に，「公開賛成グループ」の場合，「利用者の事故や怪我が発生

する」が37.5％，「ゴミが投棄される」が34.4％，「利用者のマナ

ーの悪さから近隣から苦情が出る」が28.1％となった。一方，「公

開反対グループ」の場合，「ゴミが投棄される」が42.2％，「利用

者の事故や怪我が発生する」，「利用者のマナーの悪さから近隣か

ら苦情が出る」が24.4％であった。 

以上より，「既公開中グループ」の回答では，公開の問題には，

維持管理上の負担や，動植物の採取や不審者の出没等が認識され

ていると言える。また，「既公開中グループ」以外では，公開の賛

否に関わらず，利用者の事故等の安全管理の問題や，ゴミの投棄

や利用マナー，それらの問題に起因する近隣苦情等，適切な利用

がなされない場合の問題が懸念されていると言える。 

６）民有樹林地の公開に関する取り組みの方向性 

ここでは，「既公開中グループ」と「公開賛成グループ」を対象

に分析を行った。まず，樹林地の公開期間に対する認識を尋ねた

結果を表－8に示す。「既公開中グループ」の場合，「通年」と「季

節ごとに1週間程度」を合計すると50％を超えた。一方，「公開

賛成グループ」の場合，「通年」の40.6％，「特定の日（1年に数

日程度）」の21.9％となった。「既公開中グループ」の場合，年間

を通じて相当日数を公開することへの抵抗感が少ない一方，「公開

賛成グループ」は，特定の数日を公開したいとする割合も多く，

前述したような公開の問題点への懸念を反映していると言える。 

次に，樹林地の利用内容に関する認識を尋ねた結果を表－9 に

示す。「既公開中グループ」では「自然散策や自然観察」が82.6％，

「子どもの自然遊び・冒険遊び」が 30.4％であった。一方，「公

開賛成グループ」では「自然散策や自然観察」が 65.6％，「子ど

もの自然遊び・冒険遊び」が46.9％となった。いずれも，自然を

楽しむ内容や子どもの遊びを含めた利用を望んでいると言える。 

樹林地を地域住民等に公開する際に必要となる取組みを尋ねた

結果を表－10 に示す。「既公開中グループ」は「利用にあたって

のマナー・ルールの徹底」が 78.3％，「利用者の事故やけが等の

責任の明確化」が 47.8％，「利用する際の土地所有者への連絡・

届け出」が 39.1％となった。一方，「公開賛成グループ」は「利

用にあたってのマナー・ルールの徹底」が 81.3％，「利用者の事

故やけが等の責任の明確化」が 59.4％，「利用を指導する責任者

表－9 樹林地の利用内容に関する認識 

項目
既公開中
グループ

公開賛成
グループ

合計

19 21 40
82.6% 65.6% 72.7%
7 15 22

30.4% 46.9% 40.0%
3 2 5

13.0% 6.3% 9.1%
1 1 2

4.3% 3.1% 3.6%
0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%
3 3 6

13.0% 9.4% 10.9%
0 2 2

0.0% 6.3% 3.6%
0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%
3 3 6

13.0% 9.4% 10.9%

23 32 55

100.0% 100.0% 100.0%

バーベキューや野外料理

タケノコ掘りや山菜採り

わからない

その他

無回答

全体

自然散策や自然観察

子どもの自然遊び・冒険遊び

竹細工や木工などクラフト

軽運動・スポーツ

 

※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 

表－8 樹林地の公開期間に対する認識 

項目
既公開中
グループ

公開賛成
グループ

合計

8 13 21
34.8% 40.6% 38.2%
5 3 8

21.7% 9.4% 14.5%
1 0 1

4.3% 0.0% 1.8%
4 7 11

17.4% 21.9% 20.0%
2 5 7

8.7% 15.6% 12.7%
0 1 1

0.0% 3.1% 1.8%
3 3 6

13.0% 9.4% 10.9%

23 32 55

100.0% 100.0% 100.0%

無回答

全体

通年

季節ごとに1週間程度

特定の期間（1年に１週間程度）

特定の日（1年に数日程度）

わからない

その他

 
※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 

表－7 樹林地を公開する際の問題点 

項目
既公開中
グループ

公開賛成
グループ

公開反対
グループ

合計

9 5 8 22
39.1% 15.6% 17.8% 22.0%
6 4 7 17

26.1% 12.5% 15.6% 17.0%
7 7 8 22

30.4% 21.9% 17.8% 22.0%
4 6 4 14

17.4% 18.8% 8.9% 14.0%
6 12 11 29

26.1% 37.5% 24.4% 29.0%
4 9 11 24

17.4% 28.1% 24.4% 24.0%
2 7 6 15

8.7% 21.9% 13.3% 15.0%
7 6 5 18

30.4% 18.8% 11.1% 18.0%
6 11 19 36

26.1% 34.4% 42.2% 36.0%
5 7 10 22

21.7% 21.9% 22.2% 22.0%
2 0 1 3

8.7% 0.0% 2.2% 3.0%
1 2 2 5

4.3% 6.3% 4.4% 5.0%

23 32 45 100

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

貴重な動植物が採取される

ゴミが投棄される

特にない

その他

無回答

全体

金銭的なメリットが少ない

不審者や事件が発生する

利用の手続きや交渉等の負担が大きくなる

利用者の事故や怪我が発生する

利用者のマナーの悪さから近隣から苦情が出る

利用者の声など騒音が発生する

維持管理上の負担が大きい

 

※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 
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の決定」が40.6％であった。以上より，いずれの場合も，利用す

る際のマナーやルールの徹底，利用者の事故等に関する責任の明

確化の必要性を共通認識していると言える。このため，「既公開中

グループ」は，利用する際の土地所有者への連絡，「公開賛成グル

ープ」では，利用を指導する責任者の決定を望んでいると言える。 

樹林地の公開を進めて行く上で必要な支援を尋ねた結果を表－

11 に示す。「既公開中グループ」と「公開賛成グループ」のいず

れもが，「各種地方税や国税の減免・優遇の拡大」，「相続税の納税

猶予の適用」等の税金対策での支援を望んでいた。これらに加え，

「既公開中グループ」では「行政による樹木伐採業者の無償派遣」

が 43.5％，「公開賛成グループ」は「市民団体や行政による樹林

地の管理」が43.8％となった。 

「既公開中グループ」は，自分自身や市民団体等では対応が不

可能で，かつ費用がかかる樹木の伐採等への支援を望む一方，「公

開賛成グループ」は，単に市民団体や行政による樹林地の維持管

理を望んでおり，市民団体や行政との維持管理作業の役割分担を

意識していないと考えられる。 

 

４．まとめ 

本研究の成果は以下のとおり整理される。 

 第一に，民有樹林地の公開の前段階である保全樹林地区指定で

は，松戸市職員の訪問等のように，行政から土地所有者への働き

かけがきっかけになることが把握された。また，市民団体との連

携に関し，多くの土地所有者が自分自身や家族が樹林地の維持管

理を行う中で，10％以上が市民団体に維持管理を委任しており，

40%以上は今後の市民団体への維持管理の委任に賛意を示してい

る。維持管理を委任している土地所有者は，市民団体に維持管理

を委任することによる多面的な利点を認識しているのに対し，委

任に賛意を示している土地所有者は，主に維持管理負担の軽減や

樹林地の環境改善はもとより，近隣住民からの苦情の軽減を期待

している。ただし，委任賛成の土地所有者は，特に維持管理作業

中の事故・怪我の発生等に不安を抱いており，それに対処する方

策が必要である。加えて，作業中の事故の対応や役割分担，ルー

ルの明確化等が共通の課題として認識され，行政から市民団体へ

の金銭的支援や，行政による土地所有者への市民団体の紹介も重

要であると認識されている。 

 第二に，公開に対する認識では，「既公開中グループ」では，散

策や自然観察の場，地域住民との交流やコミュニティ形成等の他，

人の目が行き届くことにより，防犯対策や，周辺環境の改善等に

も寄与することを認識している。また，樹林地の公開が樹林地の

価値を地域住民に伝えることにつながり，近隣からの苦情の減少

や保全意識の向上につながることも認識していると考えられる。

一方，現在は非公開であるものの今後の公開に賛意を示す「公開

賛成グループ」は4分の1程度存在しているが，公開の経験がな

いため，散策や自然観察の場のような利点は認識していても，上

記のような多面的な利点を十分に認識しているとは言い難い。こ

うした中，「既公開中グループ」の場合，年間を通じて相当日数を

公開することへの抵抗感が比較的少ないが，「公開賛成グループ」

は，特定の数日を公開したいとする割合も多い。これは公開の経

験がないため，公開に係わる問題への懸念があるものと考えられ

る。なお，いずれも，自然を楽しむ内容や子どもの遊びを含めた

利用を望んでいる。 

第三に，公開の問題点に関しては，「既公開中グループ」が，公

開に関する維持管理上の負担，動植物の採取，不審者の出没等，

それ以外では，公開の賛否に関わらず，利用者の事故等の安全管

理，ゴミの投棄や利用マナー，それらの問題に起因する近隣苦情

等を懸念している。それ故，公開に際しては，利用する際のマナ

ーやルールの徹底，利用者の事故等に関する責任の明確化の必要

性を共通認識しており，「既公開中グループ」は，利用する際の土

地所有者への連絡，「公開賛成グループ」では，利用を指導する責

任者の決定を望んでいると言える。 
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表－10 樹林地を地域住民等に公開する際に必要となる取組み

項目
既公開中
グループ

公開賛成
グループ

合計

18 26 44
78.3% 81.3% 80.0%
11 19 30

47.8% 59.4% 54.5%
7 13 20

30.4% 40.6% 36.4%
9 8 17

39.1% 25.0% 30.9%
3 7 10

13.0% 21.9% 18.2%
0 1 1

0.0% 3.1% 1.8%
0 1 1

0.0% 3.1% 1.8%
4 1 5

17.4% 3.1% 9.1%

23 32 55

100.0% 100.0% 100.0%

その他

無回答

全体

利用にあたってのマナー・ルールの徹底

利用者の事故やけが等の責任の明確化

利用を指導する責任者の決定

利用する際の土地所有者への連絡・届け出

利用後の土地所有者への報告

わからない

 
※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 

表－11 樹林地の公開を進めていく上で必要な支援 

項目
既公開中
グループ

公開賛成
グループ

合計

11 16 27
47.8% 50.0% 49.1%
9 16 25

39.1% 50.0% 45.5%
6 7 13

26.1% 21.9% 23.6%
1 7 8

4.3% 21.9% 14.5%
0 7 7

0.0% 21.9% 12.7%
5 14 19

21.7% 43.8% 34.5%
2 3 5

8.7% 9.4% 9.1%
10 8 18

43.5% 25.0% 32.7%
1 1 2

4.3% 3.1% 3.6%
2 2 4

8.7% 6.3% 7.3%
2 2 4

8.7% 6.3% 7.3%
0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%
4 0 4

17.4% 0.0% 7.3%

23 32 55

100.0% 100.0% 100.0%

利用方法や市内の事例に関する情報の提供

特になし

その他

無回答

各種地方税や国税の減免・優遇の拡大

相続時の納税猶予の適用

利用促進のための助成金等の交付

全体

契約満了後の市による樹林地の買取りの実施

「市民緑地」（都市緑地法）への移行

市民団体や行政による樹林地の維持管理

市民団体や行政による樹林地の利用

行政による樹木伐採業者の無償派遣

標識への樹林地所有者の名前の掲示

 

※1/3以上担当者が回答したものに網掛けをした 

614 LRJ 78 (5)，2015




